
















































） 最決昭和 52 年 7 月 21 日刑集 31 巻 4 号 747 頁。
） 最判平成 20 年 5 月 20 日刑集 62 巻 6 号 1786 頁。解説として三浦透「判解」最判解刑事平
成 20 年度 404 頁，評釈として橋爪隆「判批」ジュリ 1391 号（2009）159 頁，井上宜裕「判批」
判例セレクト（法教 342 号別冊）28 頁，髙山佳奈子「自招侵害」山口厚 =佐伯仁志〔編〕『刑
法判例百選 I 総論〔第 7 版〕』（有斐閣・2014）54 頁，本田稔「判批」法セミ 644 号（2008）
135 頁，赤松亨太「判批」研修 723 号（2008）21 頁，吉田宣之「判批」判時 2025 号（2009）3
頁，前田雅英「判批」研修 734 号（2009）3 頁，明照博章「判批」判例評論 611 号（判時 2057
号）（2010）30 頁，三原憲三 =大矢武史「判批」朝日法学論集 39 号（2010）229 頁，川瀬雅彦
「判批」慶應法学 20 号（2011）293 頁，木崎峻輔「正当防衛状況という判断基準について(1)
(2・完)」法研論集（早稲田大学）140 号（2011）53 頁・141 号（2012）53 頁，橋田久「判批」
研修 747 号（2010）3 頁，同「判批」法政論集（名古屋大学）244 号（2012）131 頁参照。
正当防衛に関する研究は多岐にわたるが，とりわけ自招防衛を巡るわが国における研究とし
て，山口厚「自ら招いた正当防衛状況」法協百年論集 2 巻（1983）723 頁，同「自招危難につ
いて」香川達夫博士古稀祝賀『刑事法学の課題と展望』（成文堂・1996）213 頁，同「正当防衛
論の新展開」曹時 61 巻 2 号（2009）297 頁，山本輝之「自招侵害に対する正当防衛」上智法学
論集 27 巻 2 号（1984）137 頁，同「『喧嘩と正当防衛』をめぐる近時の判例理論」帝京法学 16





て林幹人「書評」書斎の窓 573 号〔2008〕53 頁），同「正当防衛論」川端博ほか〔編〕『理論刑
法学の探究①』（成文堂・2008）93 頁，同「正当防衛論の最近の動向」刑事法ジャーナル 16 号
（2009）2 頁，同「正当防衛状況の判断について」法教 405 号（2014）102 頁，川端博『正当防
衛権の再生（刑事法研究第 5巻）』（成文堂・1998），佐藤文哉「正当防衛における退避可能性に
ついて」西原春夫古稀祝賀論文集第 1 巻（1999）245 頁，岡本昌子「自招侵害について」同志
社法学 50 巻 3 号（1999）285 頁，同「我が国における自招侵害の議論の展開について」同志社
法学 53 巻 3 号（2001）299 頁，同「自招侵害について」刑法雑誌 47 巻 3 号（2008）359 頁，同
「正当防衛状況の創出と刑法三六条」『大谷實先生喜寿記念論文集』（成文堂・2011）403 頁，同
「自招侵害と正当防衛論」川端ほか〔編〕『理論刑法学の探究⑦』（成文堂・2014）1 頁，中空壽
雅「自招侵害と正当防衛論」現刑 5巻 12 号（2003）28 頁，髙山佳奈子「正当防衛論（下）」法

























社・2006）88 頁，小林憲太郎「自招防衛と権利濫用説」研修 716 号（2008）3 頁，同「平成 20
年決定以降の自招侵害論について」判時 2234 号（2014）3 頁，照沼亮介「正当防衛と自招侵
害」刑事法ジャーナル 16 号（2009）13 頁，同「侵害に先行する事情と正当防衛の限界」筑波
ロージャーナル 9 号（2011）101 頁，同「急迫性の判断と侵害に先行する事情」刑法雑誌 50 巻
2 号（2011）267 頁，林幹人『判例刑法』（東京大学出版会・2011）44 頁，木崎峻輔「自招防衛
の処理について」法研論集 143 号（2012）101 頁，同「ドイツ及びわが国の判例における自招
防衛の意義」法研論集 151 号（2014）131 頁，同「防御的招致の理論と正当防衛状況が問題と
なる事案の類型化(1)(2・完)」筑波法政 65 号（2016）29 頁・66 号（2017）127 頁，明照博章
『正当防衛権の構造』（成文堂・2013），大杉一之「自招侵害における自招行為と侵害行為との関




177 巻 4 号（2015）33 頁・6 号 38 頁・178 巻 2 号（2016）79 頁・3 号 25 頁・5 号 69 頁，瀧本
京太朗「自招防衛論の再構成(1)〜(3・完)『必要性』要件の再検討」北大法学論集 66 巻 2 号
（2015）312 頁・5号（2016）1510 頁，6号（2016）2060 頁を主に参照した。
） 裁判員制度施行後の裁判例の分析については，LLI/DBの電子ジャーナルとして拙稿が掲載
される予定であるため，そちらを参照されたい。
） 最決平成 29 年 4 月 26 日判時 2340 号 118 頁。評釈として，門田成人「判批」法セミ 750 号
（2017）109 頁，成瀬幸典「判批」法教 444 号（2017）158 頁，小林憲太郎「自招侵害論の行方
―平成二九年決定は何がしたかったのか」判時 2336 号（2017）142 頁，照沼亮介「判批」法教
445 号（2017）48 頁がある。
































閣・1986）333 頁，髙山・前掲注 4）「正当防衛論（下）」69 頁，岡本・前掲注 4）「我が国にお
ける自招侵害の議論の展開について」313 頁等参照。
） Vgl. Richard Lange, Der moderne Täterbegriff und der deutsche Strafgesetzentwurf, 1935,
S.15; 佐伯仁志「類推解釈の可否と限界」現刑 31 号（2001）35 頁。
10） 平野龍一『刑法の機能的考察』（有斐閣・1984）4 頁以下参照。遠藤邦彦「正当防衛判断の








































11） Vgl. Albert Friedrich Berner, Die Nothwehrtheorie, Archiv des Criminalrechts, Neue Folge,
1848, S.554, S.562.
12） 大判昭和 3年 6月 19 日新聞 2891 号 14 頁。
13） この点を指摘するものとして，瀧本・前掲注 4）「自招防衛論の再構成(1)」1028 頁参照。
14） 佐伯仁志『刑法総論の考え方・楽しみ方』（有斐閣・2013）116 頁以下も参照。






























































18） Vgl. Eduard Kohlrausch – Richard Lange, Strafgesetzbuch mit Erläuterungen und
Nebengesetzen, 43.Aufl., 1961, S.191f.; Eberhard Schmidt, in: Niederschriften über die Sitzungen
der Großen Strafrechtskommission, 2.Bd., Allgemeiner Teil, 1958, Anhang Nr.21, S.57f.; Jurgen
Baumann, Rechtsmißbrauch bei Notwehr, Monatsschrift für Deutsches Recht 1962, S. 349f.;
ders., Strafrecht Allgemeiner Teil, 8.Aufl., 1977, S. 304ff.; Christian Bertel, Notwehr gegen
verschuldete Angriffe, ZStW 84(1972), S.13ff.; Eberhard Schmidhäuser, Strafrecht Allgemeiner
Teil, 2.Aufl., 1975, S.360ff.; Günther Arzt, Notwehr, Selbsthilfe, Bürgerwehr, in: Festschrift für
Friedrich Schaffstein, 1975, S. 83f.; Albin Eser/ Björn Burkhardt, Strafrecht I Schwerpunkt
Allgemeine Verbrechenselemente, 4.Aufl., 1992, S.132f. この理論を詳細に検討する近時の研究
として，瀧本・前掲注 4）「自招防衛論の再構成(3・完)」2023 頁以下がある。
19） 齊藤誠二『正当防衛の根拠と展開』（多賀出版・1991）213 頁および 233 頁注 43 によれば，
1860 年に v. Buri が主張し始めたとのことであるが，当該文献を確認することはできなかった。
ただ，少なくとも，Goldschmidtは，緊急避難状況を自招した場合を，準・原因において自由
な行為（quasi-actio libera in causa）と呼んでおり（Vgl. Goldschmidt, Der Notstand, ein
Schuldproblem. Mit Rücksicht auf die Strafgesetzentwürfe Deutschlands, Österreichs und der
Schweiz, Österreichische Zeitschrift für Strafrecht, Bd.4 (1913), S.181），実質的にみて，原因に
おいて違法な行為の法理が，原因において自由な行為の類推として主張され始めたと理解して
大過ないだろう。




Baumann, a.a.O.(Anm.18), S.304)。他の AIIC論者も同様に，時間的側面を強調している（Vgl.


































22） 川瀬・前掲注 4）302 頁参照。
23） Vgl. Bertel, a.a.O.(Anm.18), S.16. また，中野次雄『刑法総論概要〔第 3 版補訂版〕』（成文
堂・1997）189 頁，佐藤・前掲注 4）240 頁参照。
24） そうであるからこそ，専断的治療行為については，一定範囲で傷害罪の構成要件該当性が否
定されるという議論が成り立ちうる（佐伯仁志「違法論における自律と自己決定」刑法雑誌 41




































26） 井田良『刑法総論の理論構造』（成文堂・2005）178 頁，佐伯・前掲注 14）156 頁参照。
27） この問題に関する代表的文献として，林幹人『刑法の現代的課題』（有斐閣・1991）102 頁，











































る正犯と共犯(1)〜(4・完)」立命館法学 313 号〔2007〕1 頁・317 号〔2008〕53 頁・319 号
































32） 山口・前掲注 31）243 頁参照。
33） これについて，共犯が二次的責任類型であることを根拠に，制限従属性説を導く見解が主張
されている（山口・前掲注 31）242 頁以下，同「共犯の従属性をめぐって」『三井誠先生古稀祝


















































37） 橋爪・前掲注 4）『正当防衛論の基礎』299 頁以下，佐伯・前掲注 14）156 頁等参照。論者自
身も，AIICのみでの解決の不十分さを指摘する（山口・前掲注 4）「正当防衛論の新展開」315
頁参照）。




































































































41） この発想を支持するものとして，佐藤・前掲注 4）240 頁以下，佐伯・前掲注 4)101 頁以下
（生命に対する危険の高い防衛行為の場合に限る），橋爪・前掲注 4）『正当防衛論の基礎』77 頁
以下，山口・前掲注 4）「正当防衛論の新展開」328 頁，宮川基「防衛行為と退避義務」東北学
院法学 65 号（2006）68 頁参照。法確証の見地からも支持されている（宿谷晃弘「正当防衛の
基本原理と退避義務に関する一考察(2・完)」法研論集 125 号〔2008〕188 頁以下参照）。





































44） 橋爪・前掲注 4）『正当防衛論の基礎』75 頁。





































































49） 島田聡一郎 =小林憲太郎『事例から刑法を考える〔初版〕』（有斐閣・2009）213 頁以下〔小
林〕，小林・前掲注 4）「平成 20 年決定以降の自招侵害論について」6頁参照。
杉本は，侵害時の滞留利益といわれているものの内実は，侵害前の滞留利益に他ならないと


















































































































































































60） 橋爪・前掲注 4）「判批」163 頁。
61） 日和田・前掲注 4）112 頁参照。
62） 橋爪・前掲注 4）「正当防衛状況の判断について」113 頁参照。



































64） 小林・前掲注 4）「平成 20 年決定以降の自招侵害論について」5頁の掲げる例を参照した。
































67） 平野・前掲注 35）228 頁，山本・前掲注 4）「自招侵害に対する正当防衛」211 頁，髙山佳奈
子「正当防衛論（上）」法教 267 号（2002）83 頁，林幹人『刑法総論〔第 2 版〕』（東京大学出
版会・2008）187 頁，井田・前掲注 26）159 頁，佐伯・前掲注 14）120 頁以下，西田・前掲注
35）155 頁，小林・前掲注 4）「自招防衛と権利濫用説」5 頁以下，同「違法性とその阻却」千
葉大法学論集 23 巻 1 号（2008）395 頁以下，照沼・前掲注 4）「正当防衛と自招侵害」152 頁以
下等参照。




































70） 山本・前掲注 4）「自招侵害に対する正当防衛」211 頁以下，林・前掲注 67）189 頁・199





























71） 佐伯・前掲注 14）158 頁も，基本的には同様の発想に基づくものと考えられる。髙山や佐伯
とは逆に，ここで侵害者に有責性を要求するのは（山本・前掲注 4）「自招侵害に対する正当防








































































74） Vgl. Claus Roxin, Die provozierte Norwehrlage, ZStW75 (1963), S. 541ff.; ders.,
Die „sozialethischen Einschränkungen“ des Notwehrrechts―Versuch einer Bilanz―, ZStW93
(1981), S.70f.（以下ではeEinschränkungeneと略記して引用する。紹介として，振津隆行
「クラウス・ロクシン『正当防衛権の「社会倫理的制限」―ある決算の試み』」商学討究 32 巻 3
号〔1982〕113 頁）; ders., Notwehr und Rechtsbewährung, in: Festschrift für Kristian Kühl, 2014,
S.391ff.



































76） 近時の Roxin は，個人保護原理の優先性を改めて明言している（Vgl. Roxin, a.a.O.(Anm.
74), Notwehr und Rechtsbewährung, S.392ff.）。
77） 法確証の利益と一般予防の利益がイコールであることは，明言されている（ibid., S.402）。
78） 権利の確証・防衛として理解すべきだ，という指摘もある（松宮孝明『刑法総論講義〔第 5










































































82） Vgl. Roxin, AT § 15 Rn.70.
83） かつては，有責な挑発と定式化していたが（Vgl. Roxin, a.a.O.(Anm.74), Einschränkungen,






要求する（Vgl. ders., a.a.O.(Anm.74), Einschränkungen, S.89f.）。以前は社会倫理的無価値で足
りるとしていたが，改説した。その理由は，社会倫理的無価値という基準は不明確で漠然とし
ている点，社会倫理に反しているとしても法に従っているのであれば，正当防衛権を制約すべ
きではない点に，求められるようである（Vgl. Roxin, a.a.O.(Anm.74), Einschränkungen, S.95;



































『法務資料 第 461 号 ドイツ刑法典』（2007）を用いた。



































































87） Vgl. Roxin, a.a.O.(Anm.74), Einschränkungen; ders., a.a.O.(Anm.74), Notwehr und Rechtsbe-
währung, S.400.





89） Vgl. Roxin, a.a.O.(Anm.74), Einschränkungen, S.101.


































91） 有責性が減少した侵害については Roxin, AT § 15 Rn.62，違法に挑発された侵害について
は idem., Rn.65, 69，軽微な侵害については idem., Rn.84，保障人的地位にある者への侵害につ
いては idem., Rn.94 を参照。いずれも，射殺する場合など，相手に対する生命の危険があるよ
うな場合が念頭に置かれている。
92） Vgl. Roxin, AT § 15 Rn.62.
93） 山口・前掲注 31）51 頁。
94） Roxinがしばしば援用するMenschenrechtskonvention（人権協定）の 2条 1項が，死刑執
行を除く意図的殺人を禁じていることからも，本文のような理解を裏づけることができる













































































































































































































〔著〕千葉眞 =岡崎春輝〔訳者代表〕『新版 現代政治理論』（日本経済評論社・2005）15 頁以下
を主に参照した。
100） この問題を規律するのが，（いま避難行為にでなければ法益を救えない，という意味での）
補充性要件である（小林憲太郎「緊急避難論の近時の動向」立教法務研究 9 号〔2016〕145 頁































い。このような発想に立つのは，特殊な個人観・国家観に立脚する Günther Jakobs である（多
数の文献があるが，松宮孝明〔序〕平山幹子〔訳〕「ギュンター・ヤコブス 市民刑法と敵味方














103） cf. Thomas Hobbs, Leviathan, 1651, Part.2 § 21; John Locke, Two Treatises of Government,








104） 従来，そこでいう「不正」は，違法性と同義であると解されてきたが（大判昭和 8 年 9 月













































































る状況にあったとはいえない」と述べたものがある（東京高判平成 21 年 10 月 8 日東高刑時報
60 巻 1〜12 号 142 頁。傍点引用者）。

















































107） 内田 = 山火 =吉井（編著）『日本立法資料全集 20-3 刑法〔明治 40 年〕(1)-Ⅲ』（信山社・
2009），同（編著）『日本立法資料全集 21 刑法〔明治 40 年〕(2)』（信山社・1993）および同
（編著）『日本立法資料全集 22 刑法〔明治 40 年〕(3)』（信山社・1994），同（編著）『日本立法
資料全集 24 刑法〔明治 40 年〕(4)』（信山社・1995）を参照した。以下では「立法資料」と略
記する。
108） 立法資料(2)138 頁。









































〔明治大学創立百周年記念学術叢書第 4巻〕』〔明治大学・1984，原著 1893〕653 頁以下参照）。
111） 立法資料(2)473 頁。
112） 立法資料(2)515 頁，立法資料(3)86 頁参照。
113） とくに明治 35 年 2 月 10 日貴族院刑法改正案特別委員会において，相当激しい議論が繰り
広げられている（立法資料(4)325 頁以下参照）。
114） 宮城浩蔵『刑法〔明治 13 年〕講義〔第 4版〕第 2巻 日本立法資料全集別巻 80』（信山社・
1999，原著 1887）521 頁，同・前掲注 110）662 頁以下参照。
115） 宮城・前掲注 110）663 頁。






























行使し，もって行政目的の実現を図る制度である（塩野宏『行政法 I〔第 6 版〕』〔有斐閣・
2015〕277 頁参照）。行政上の義務を課した上で，直接的な実力を加えて義務の実現を図る直接
強制とは異なり，相手方に義務を課さずに，直ちに行政目的の実現を図る点が特徴である。直
接強制がほぼ認められていない（成田新法 3条 6項，学校施設の確保に関する政令 21条のみ）
のに対し，より侵害度の高い即時執行がなぜ広く認められているのかという疑義は呈されてい












































































































123） 井田・前掲注 71）273 頁，川端博 = 日髙義博 = 井田良「《鼎談》正当防衛の正当化の根拠と
成立範囲」現刑 9号（2000）7 頁以下（井田）参照。
124） このような意味での，防衛行為の必要最小限度性を主張する学説として，橋爪・前掲注 4）
『正当防衛論の基礎』354 頁以下，山口・前掲注 31）69 頁以下，髙山・前掲注 4）「正当防衛論
（下）」67 頁以下，佐伯・前掲注 14）140 頁以下，松宮孝明「被害者による加害行為と暴行およ































125） Vgl. Roxin,AT § 15 Rn.55ff., 61ff.; Baumann, a.a.O.(Anm.18), StrafrechtAT, S.317ff. わが国
においては，先述の井田・前掲注 71）273 頁のほか，佐伯千仭『刑法講義（総論）』（有斐閣・
1968）200 頁注 2，中義勝『刑法総論』（有斐閣・1971）136 頁注 4，中山研一『刑法総論』（成
文堂・1982）278 頁注 1，内藤謙「正当防衛」法教 22 号（1982）43 頁（ただし，同・前掲注 8）
337 頁の立場は不明），山中・前掲注 8）301 頁以下，齊藤・前掲注 19)171 頁以下，大嶋一泰





























































（平井宜雄『債権各論 II 不法行為』〔弘文堂・1992，1994部分補正〕4 頁以下参照），損害填補








相」川端 =浅田 = 山口 =井田〔編〕『理論刑法学の探究①』〔成文堂・2008〕168 頁も参照）。
もっとも，このような解釈に対しては，近時有力な批判がある（森田果 =小塚荘一郎「不法







した意義を有しているため（森田 =小塚・前掲 16 頁，スティーブン・シャベル〔著〕田中亘 =
飯田高〔訳〕『法と経済学』〔日本経済新聞出版社・2010〕631 頁以下も参照），このような理解
の下でも適法行為に基づく損害賠償は認めうる。

















































































132） このような危惧は，「安全 security」「平和 peace/ (Rechts-)Frieden」などと呼び慣わされ
てきた(cf. Hobbs, supra note 103, Part.2; Locke, supra note 103, § 9; Rousseau, supra note 103,
Chapitre II § 4.ドイツにおける平和・安全の観念に関しては，vgl. Hinrich Rüping/ Günter





立大学）52 巻 1 号〜3 号〔2005〕18 頁・32 頁・51 頁，同「占有自救について―緊急性要件を
めぐって―」法学雑誌 55 巻 1 号〔2008〕183 頁，小林・前掲注 67）372 頁以下を参照した。
また，占有があるということは，占有者の有する物を簒奪することが許されないという評価
込みの概念である点については，木庭顕『新版ローマ法案内』（羽鳥書店・2017）47 頁以下，
















































1994〕142 頁以下〔深田三徳・訳〕，長谷部・前掲注 119）『憲法の理性』64 頁以下参照）。
137） 飯田高『法と社会科学をつなぐ』（有斐閣・2016）74 頁以下，拙著・前掲注 46）40 頁以下
参照。
138） 民事訴訟の目的論を巡っては，旧来から激しい議論がなされているが（議論状況について






復」（最決平成 14 年 7 月 1 日刑集 56 巻 6 号 265 頁）とは，厳密には無償の返還請求権を意味す
るものではなく，民事手続の利用による負担は被害者が甘受すべきと解されているのである
（髙山佳奈子「判批」現刑 54 号〔2003〕58 頁，山口・前掲注 96）332 頁以下参照）。
140） 橋爪・前掲注 4）『正当防衛論の基礎』102 頁以下参照。
141） 本案審理のみならず，仮処分等の手続も含む。




































































掲注 105）23 頁参照）。近代においても，このような発想は主張され続けている（Vgl. Hell-
muth Mayer,Der bindende Befehl im Strafrecht, in: Festgabe für Reinhard von Frank Bd.I, 1930,
S. 612f.; ders., Strafrecht Lehrbuch Allgemeiner Teil, 1953, S. 202; Arthur Wegner, Strafrecht
Allgemeiner Teil, 1951, S.122f.）。もっとも，侵害者といえども要保護性自体は認められるとい
う点も意識され始めたため，正当防衛権を一定範囲に制約する解釈が有力化した（Vgl. Klaus
Himmelreich, Notwehr und unbewußte Fahrlässigkeit, 1971, S.92; ders., Erforderlichkeit der












































149） 裁判実務においても，この点は意識されていると思われる（和田真 =野口卓志 =増尾崇


















定した判例（最決昭和 57 年 5 月 26 日刑集 36 巻 5 号 609 頁）などがある。
151） 最判昭和 24 年 8 月 18 日刑集 3巻 9号 1465 頁。





































科紀要第 42輯（1997）第 4分冊 61 頁，同「近世の実力行使と喧嘩両成敗―近世の法と理―」








































―戦国大名武田氏の喧嘩処理を手がかりとして―」九大法学 92 号（2006）1 頁も参照。






































161） 最判昭和 24 年 8 月 18 日刑集 3巻 9号 1465 頁。






































164） Vgl. Theodor Lenkner, Der rechtfertigende Notstand, 1965, S. 102; ders., in: Schönke-
Schröder, StGB, 24.Aufl., 1991, § 32 Rn.17; 斉藤・前掲注 19）261 頁以下。





























るが，本文のような意味で理解されるべきであろう（Vgl. Claus Roxin, Der durch Menschen

































































167） Vgl. z.B., Karl Binding, Handbuch des Strafrechts, Bd.I, 1885, S.733; Karl Engisch, Auf der
Suche nach der Gerechtigkeit, 1971, S.275.
168） Vgl. z. B., Buri, Notstand und Notwehr, GerS 30 (1878), S. 460; Graf zu Dohna, Die
Rechtswidrigkeit als allgemeinengültiges Merkmal im Tatbestande strafbarer Handlungen,
1905, S.129f.
169） もっとも，これらの見解は，前者は Kant的発想に基づくのに対し，後者は Hegel的発想
に基づいており，思想的な対立という側面が強い（Vgl. Dohna, a.a.O.(Anm.168), S.125）。
170） 国家が功利主義的考慮をすべき必然性はないため，緊急避難による正当化は，認めても認
めなくても構わない。その意味で，立法政策の問題である。これに対し，個人を保護するため
に国家を設立するのであるから，個人を保護するための正当防衛権を承認することは，論理必
然に国家に要求される。もっとも，いかなる範囲で正当防衛の成立を認めるかは，社会によっ
て異なるだろう。
171） 拙稿・前掲注 124）参照。
ことになった。非常に緊張しながら報告したのだが，その際，林先生の鋭い眼
光がその緊張に拍車をかけた。それ以来，林先生 = 怖い先生，というイメージ
が形成されていた。
その後，幸いにして，本学の助教として採用された私は，着任してすぐ，林
先生の研究室にご挨拶に伺った。先のイメージがあったため，恐る恐る訪問さ
せて頂いたのだが，アポイントメントも取らない不躾なご挨拶であったにもか
かわらず，とても温かく出迎えて下さった。
私の勝手な憶測であるが，この 2つのエピソードは，研究者としての先生の
鋭い姿勢と，温かい人柄との両者を，端的に示すものであるように感じる。林
先生に少しでも近づけるように，今後も精進し続けなければならないが，ひと
まずは拙いながら本稿を上梓させて頂くこととしたい。
正当防衛の海域（三代川邦夫）
119（180）
